
令和６事務年度国税庁実績評価事前分析表における
測定指標の⽬標値の⾒直しについて（案） 

１．⽬標値の⾒直しを検討する施策及び測定指標 

オンライン申告等の推進

イ e-Taxの利⽤状況（法人税の申告⼿続）

ロ e-Taxの利⽤状況（法人税の添付書類を含めた申告⼿続）

ハ e-Taxの利⽤状況（消費税（法人）の申告⼿続)

キャッシュレス納付の推進

キャッシュレス納付の利⽤状況

２．⾒直しを検討する理由 

国税庁では、「規制改革実施計画」（令和３年６⽉18日閣議決定）を踏まえて策定した「オン 
ライン利⽤率引上げに係る基本計画」（以下「基本計画」といいます。）を本年10⽉に改定し、
基本計画に基づいて各⼿続のオンライン利⽤率の⽬標値を設定することとしています。その際、オ
ンライン利⽤率をより精緻に算定するため、法人税申告⼿続等の算定方法について、３のとお り⾒
直しを⾏うことを予定しております。

また、キャッシュレス納付の利⽤状況については、令和５年度の実績値が令和６年度の⽬標値
を達成したため、⽬標値の⾒直しを予定しております。 

国税庁実績評価における⽬標値は、基本計画及び実績値の現状を踏まえて設定していることか
ら、基本計画に基づくオンライン利⽤率の⽬標値の⾒直しに伴い、国税庁実績評価における⽬標
値の変更も検討する必要があります。 
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３．⾒直し内容 

【法人税申告⼿続、消費税（法人）申告⼿続】 

・分⺟を前年度の年間申告件数から当年度の年間申告件数に変更 

・分⺟のみ休業・清算中法人から提出された申告件数を除いていたが、分子からも除外 

【法人税の添付書類を含めた申告⼿続】 

・分⺟をe-Taxで送信された法人税申告等としていたが、当年度の年間申告件数に変更 

【キャッシュレス納付の利⽤状況】 

・令和５年度の実績値（39％）が令和６年度の⽬標値を達成したため、令和６年度の⽬標値

を上方修正 

４．⾒直し後の⽬標値等 

 

 

 

 

(注） 令和５事務年度国税庁実績評価書（案）に記載した実績値については、⾒直し前の旧来の算定方法により
算出したものです。 

指標番号 指標名 
①⾒直し後の５年度実績値 

※括弧書は⾒直し前の実績値 

②⾒直し後の６年度⽬標値 

※括弧書は⾒直し前の⽬標値 

業1-2-1-1-A-2 e-Taxの利⽤状況（法人税の申告⼿続） 86.2％（91.7％） 88％（93％） 

業1-2-1-1-A-3 e-Taxの利⽤状況（法人税の添付書類を含めた申告⼿続） 63.8％（-） 66％（76％） 

業1-2-1-1-A-5 e-Taxの利⽤状況（消費税（法人）の申告⼿続） 88.7％（95.2％） 90％（93％） 

業1-2-1-4-A-1 キャッシュレス納付の利⽤状況 - 42％（39％） 
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